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1. 平成27年9月期の連結業績（平成26年10月1日～平成27年9月30日） 

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株 
     価が把握できませんでしたので、記載しておりません。 
   ２．当社は平成27年８月４日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新規上場日か 
     ら当連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 
   ３．平成27年３月23日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当た 
     り当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 連結財政状態 

（注）平成27年３月23日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純 
   資産を算定しております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年9月期 7,853 13.7 547 207.1 544 24.9 330 △26.4
26年9月期 6,906 1.8 178 687.1 436 ― 449 17.3

（注）包括利益 27年9月期 330百万円 （△26.5％） 26年9月期 449百万円 （15.4％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

27年9月期 235.11 224.98 19.7 17.9 7.0
26年9月期 354.50 ― 44.1 19.3 2.6

（参考） 持分法投資損益 27年9月期 ―百万円 26年9月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年9月期 3,285 2,114 64.3 1,260.36
26年9月期 2,793 1,242 44.5 910.41

（参考） 自己資本 27年9月期 2,114百万円 26年9月期 1,242百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

27年9月期 250 56 275 1,477
26年9月期 582 △96 △140 894

2. 配当の状況 

   当社は、平成27年３月23付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。平成26年９月期については当該株式分割前の実際の配当金の額を 
   記載しております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年9月期 ― 0.00 ― 7,000.00 7,000.00 95 19.7 9.0
27年9月期 ― 0.00 ― 80.00 80.00 134 34.0 7.4
28年9月期(予想) ― 0.00 ― 80.00 80.00 37.3

（注）27年9月期期末配当金の内訳 記念配当 10円00銭

3. 平成28年 9月期の連結業績予想（平成27年10月 1日～平成28年 9月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,135 5.0 333 5.6 331 3.0 205 10.8 122.22
通期 8,450 7.6 580 6.0 580 6.5 360 8.8 214.63



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）当社は、平成27年３月23日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定 
   し、発行済株式数を算定しております。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年9月期 1,677,900 株 26年9月期 1,365,900 株
② 期末自己株式数 27年9月期 600 株 26年9月期 600 株
③ 期中平均株式数 27年9月期 1,407,281 株 26年9月期 1,267,767 株

（参考）個別業績の概要 

平成27年9月期の個別業績（平成26年10月1日～平成27年9月30日） 

（注）１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が 
     把握できませんでしたので、記載しておりません。 
   ２．当社は平成27年８月４日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、新規上場日から当 
     事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 
   ３．平成27年３月23日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期 
     純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

(2) 個別財政状態 

（注）平成27年３月23日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産 
   を算定しております。  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年9月期 549 19.0 201 31.9 194 26.1 172 △39.9
26年9月期 461 69.0 152 ― 154 ― 287 △15.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

27年9月期 122.81 117.52
26年9月期 226.98 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年9月期 2,457 1,804 73.4 1,075.79
26年9月期 2,174 1,091 50.2 799.41

（参考） 自己資本 27年9月期 1,804百万円 26年9月期 1,091百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外でありますが、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表に対
する監査手続の実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、さまざまな要因により大きく異なる可能性があります。 
 
（決算説明会内容の入手方法） 
 当社は、平成27年11月19日（木）にアナリスト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やか
に当社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

 当連結会計年度における我が国経済は、政府による経済政策や金融緩和策を背景に株価上昇と円安が進行

し、企業収益や雇用環境の改善等、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、中国を始めとするアジア

新興国での成長鈍化や欧州債務問題、中東情勢の地政学的リスク増大等、海外景気の下振れによる我が国の景

気を下押しするリスクに留意を要する状況の中で推移いたしました。 

 当社グループが属する情報サービス産業におきましては、企業収益の改善等を背景に企業のＩＴ投資に改善

傾向が見られ、ＩＴ需要は総じて堅調に推移したものの、ＩＴ技術者不足が常態化し、人材確保が大きな課題

となっております。 

 このような状況下において、当社グループは拡大するＩＴ需要を取り込むべく、ビジネスパートナー企業と

のリレーション強化、積極的な新卒採用及び教育・研修による品質・生産性の向上に努め、更なる事業規模の

拡大、市場競争力の強化を企図しながら、得意としている組込み系ソフトウェア分野の拡大と、ＩｏＴ/Ｉｏ

Ｅ（※１、２）ソリューション分野の事業伸展に向けた次世代の核となるサービスの創出に注力してまいりま

した。 

 以上の結果、当連結会計年度における売上高は7,853百万円（前期比13.7％増）、営業利益は547百万円（前

期比207.1％増）、経常利益は544百万円（前期比24.9％増）となり、当期純利益は、税金費用に181百万円

（前期は△13百万円）を計上したことにより330百万円（前期比26.4％減）となりました。なお、前連結会計

年度の税金費用は連結納税制度適用開始に伴い、繰延税金資産を計上し、法人税等調整額を△105百万円計上

したこと等により、当連結会計年度と比べると負担が少なくなっております。 

 また、当社は、当連結会計年度において、平成27年８月４日付で東京証券取引所マザーズ市場に上場いたし

ました。 

 

 当社グループは、情報サービス事業の単一セグメントでありますが、事業の傾向を示すため、主要事業別の

業績を以下に示します。 

 

（テクニカルソリューション事業） 

 テクニカルソリューション事業の展開につきましては、既存取引先との深耕拡大及び新規顧客の開拓に積極

的に取り組んでまいりました。企業のＩＴ投資意欲向上を反映し、システム開発案件需要は依然として底堅

く、当社グループの得意とする組込み系ソフトウェア開発では、カーナビゲーション開発・チップセット開発

等の自動車・重機・建機関連の受注が増加し、加えて、デジタルカメラ関連及び通信端末案件の受注について

も好調に推移いたしました。企業向けソフトウェア開発では、大手ＳＩｅｒ（※３）を通じた金融機関向け案

件の受注が増加いたしました。また、顧客基盤の更なる拡充を図るとともに、多岐にわたる顧客需要に応える

ため、前期より開始したビジネスパートナー企業とのリレーション強化に向けた取り組みの成果により、事業

規模の拡大につながりました。 

 以上の結果、テクニカルソリューション事業の売上高は6,797百万円（前期比9.4％増）となり、売上総利益

は1,436百万円（前期比23.0％増）となりました。 

 

（ビジネスソリューション事業） 

 ビジネスソリューション事業の展開につきましては、既存サービスの収益性の向上に努めつつ、新規顧客獲

得に注力してまいりました。ＳＩ、システム運用・保守サービス分野において、既存顧客からの業務システム

改修案件の受注が増加し、概ね堅調に推移いたしました。ＰＯＳ（※４）関連機器販売においても、大口顧客

の新規出店が寄与し、堅調に推移いたしました。加えて、スポット的な業務支援サービスによる収益を計上

し、事業収益に大きく貢献いたしました。カルチャーセンター向けソリューションにおいては、新規顧客を獲

得することができたものの、下期に受注した大型案件の売上計上が翌期にずれ込むこととなり、前期実績を下

回る結果となりました。 

 以上の結果、ビジネスソリューション事業の売上高は499百万円（前期比6.3％減）となり、売上総利益は

165百万円（前期比10.0％増）となりました。 

 

（ＩｏＴ/ＩｏＥソリューション事業） 

 ＩｏＴ/ＩｏＥソリューション事業の展開につきましては、自動車業界向け分野において、カーナビゲーシ

ョン端末をゲートウェイとした各種センサーとインターネット及びクラウドとの連携機能開発案件が増加し、

好調に推移いたしました。自動車販売店向けソリューションにおいては、保守及び既存システムの機能改修案

件が好調に推移したことに加え、新規顧客からの受注も獲得いたしました。エネルギー業界向け分野において

は、発電所事業者支援サービスの計画的受注による安定した収益基盤の確立に努めるとともに、自社ソフトウ
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ェア製品である遠隔監視モニタリングシステムを活用したＯ＆Ｍ（※５）サービス導入促進に注力し、２拠点

目が稼働開始いたしました。 

 以上の結果、ＩｏＴ/ＩｏＥソリューション事業の売上高は555百万円（前期比249.9％増）となり、売上総

利益は160百万円（前期比609.7％増）となりました。 

 

（注）上記に用いられる用語の説明は以下のとおりであります。 

（※１）ＩｏＴ：（Internet of Things） 

コンピュータ等の情報・通信機器だけでなく、様々な「モノ」に通信機能を持たせ、インターネ

ットに接続、相互に通信することにより、自動認識や自動制御、遠隔計測等を行うこと。 

（※２）ＩｏＥ：（Internet of Everything） 

ＩｏＴよりも広い概念であり、ヒト・モノ・プロセス・データ等がインターネットにつながり、

相互に通信が可能となる技術や状態、仕組みのこと。 

（※３）ＳＩｅｒ：（System Integrator） 

システムを構築する際に、ユーザの業務を把握・分析し、ユーザの課題を解決するシステムの企

画、構築、運用サポート等の業務（ＳＩ：System Integration）をすべて請け負う業者のこと。 

（※４）ＰＯＳ：（Point Of Sales） 

販売時点という意味で、販売情報を即時に管理するシステム 

（※５）Ｏ＆Ｍ：（Operation＆Maintenance） 

運用保守 

 

② 次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、政府の新成長戦略や設備投資の持ち直し、企業収益の改善等から、引き続き

景気は緩やかな回復が継続するものと期待される一方、中国をはじめとするアジア新興国での成長鈍化の影響

等により不透明な要素を含んだ状況で推移するものと予想されます。

 当社グループが属する情報サービス産業におきましては、企業収益の改善等を背景としたＩＴ投資は回復傾

向が継続され、事業環境は引き続き堅調に推移していくものと見込んでおります。また、常態化しているＩＴ

技術者不足につきましても、この傾向は継続していくものと認識しております。

 このような状況下において、当社グループは、『上場企業としての自覚を持ち、お客様、ビジネスパートナ

ー等と共存共栄を図り、更なる飛躍を目指し、社会から信頼される企業となる。』を平成28年９月期のモット

ーとして掲げ、事業を推進してまいります。既存事業の拡大に向けた取組み及び新規事業への取組みとして、

以下を重点施策として実施し、企業価値の向上に努めてまいります。

 

イ）ビジネスパートナー企業とのリレーション強化

 エンベデッドシステム（組込み系システム）分野において、自動車・車載関連、重機・建機、その他各

種産業機器でのソフトウェア開発需要は堅調に推移する見込みであり、また、金融・製造・流通等の幅広

い業種向けの一般情報系ソフトウェア開発需要も同様に堅調に推移する見込みであります。これらのソフ

トウェア開発需要に対応すべく、当社グループはビジネスパートナー企業とのリレーションを深め、開発

体制の強化を図ってまいります。リレーションを深めるために、当社グループによるエンジニア教育サー

ビスの提供を行い、更には資本提携も具体化させてまいります。

 

ロ）当社グループの技術力を活かした協業事業の推進 

 当社グループが得意とする通信技術、組込制御技術及びアプリケーション開発技術を背景としたＩｏＴ

関連技術を活かし、安全・安心・豊かな社会へ貢献するサービス事業に積極的に参画してまいります。こ

れらの有益なサービス事業は、ＩｏＴ関連技術を有する企業のみで実現されるものではなく、他業種との

協業が不可欠であります。当社グループは、自動車関連及び再生可能エネルギー関連分野での協業事業を

推進してまいります。

 

 上記の重点施策及び既存取引先の深耕、新規取引先の開拓に一層注力することにより、平成28年９月期の連

結業績は、売上高8,450百万円（当連結会計年度比7.6％増）、営業利益580百万円（当連結会計年度比6.0％

増）、経常利益580百万円（当連結会計年度比6.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益360百万円（当連

結会計年度比8.8％増）と予想しております。

 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績

は、今後の様々な要因により、異なる結果となる可能性があります。 
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（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産） 

 当連結会計年度における総資産は、3,285百万円（前連結会計年度は2,793百万円）となり、491百万円増加

しました。

 流動資産は3,087百万円（前連結会計年度は2,469百万円）となり、618百万円増加しました。その主な要因

は、現金及び預金の増加482百万円、売上債権の増加68百万円、有価証券の増加100百万円があった一方で、繰

延税金資産の減少47百万円があったことによるものであります。

 固定資産は198百万円（前連結会計年度は324百万円）となり、126百万円減少しました。

 有形固定資産は55百万円（前連結会計年度は63百万円）となり、８百万円の減少、無形固定資産は64百万円

（前連結会計年度は66百万円）となり、１百万円減少、投資その他の資産は77百万円（前連結会計年度は195

百万円）となり、117百万円減少しました。有形固定資産の減少の主な要因は、その他の８百万円でありま

す。無形固定資産の減少の主な要因は、のれんの減少14百万円、その他の増加13百万円によるものでありま

す。投資その他の資産の減少の主な要因は、投資有価証券の減少124百万円、その他の増加８百万円等であり

ます。

 

（負債）

 当連結会計年度における負債は、1,171百万円（前連結会計年度は1,550百万円）となり、379百万円減少し

ました。

 流動負債は1,096百万円（前連結会計年度は1,497百万円）となり、400百万円減少しました。その主な要因

は、短期借入金の減少250百万円、未払金の減少141百万円、未払消費税等の減少68百万円があった一方で、買

掛債務の増加64百万円があったことによるものであります。

 固定負債は74百万円（前連結会計年度は53百万円）となり、21百万円増加しました。その主な要因は、役員

退職慰労引当金の増加18百万円によるものであります。

 

（純資産）

 当連結会計年度における純資産は、2,114百万円（前連結会計年度は1,242百万円）となり、871百万円増加

しました。これは、当期純利益330百万円、新株の発行による資本金318百万円及び資本剰余金318百万円の増

加があった一方で、配当による利益剰余金の減少95百万円があったことによるものであります。

 この結果、自己資本比率は64.3％（前連結会計年度末は44.5％）となりました。

 

② キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ582

百万円増加し、1,477百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は250百万円（前連結会計年度は582百万円の収入）となりました。これは主

に、税金等調整前当期純利益512百万円、減価償却費32百万円、役員退職慰労引当金の増加18百万円、仕入債

務の増加64百万円があった一方で、売上債権の増加68百万円、未払金の減少141百万円、法人税等の支払額127

百万円の支出があったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は56百万円（前連結会計年度は96百万円の支出）となりました。これは主に、

投資有価証券の売却15百万円、定期預金の純増減額99百万円があった一方で、投資有価証券の取得10百万円、

有形固定資産の取得12百万円、無形固定資産の取得24百万円、その他11百万円の支出があったことによるもの

であります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は275百万円（前連結会計年度は140百万円の支出）となりました。これは主

に、新株の発行による収入636百万円があった一方で、借入金の返済250百万円、配当金の支払額95百万円の支

出があったことによるものであります。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成25年９月期 平成26年９月期 平成27年９月期

自己資本比率（％） 45.9 44.5 64.3

時価ベースの

自己資本比率（％）
－ － 262.4

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
1.4 0.4 0.0

インタレスト・

カバレッジ・レシオ（倍）
20.7 153.5 166.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローおよび利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。

（注５）当社は平成27年８月４日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、平成25年９月期及び平成26

年９月期の時価ベースの自己資本比率は時価が把握できませんので、記載しておりません。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識しており、経営基盤の長期安定化に向け

た財務体質に強化と今後の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、安定した配当を維持継続し、業績に

裏付けられた更なる配当水準の向上を図ることで株主への利益還元を行うことを基本方針としております。

 当期の期末配当金につきましては、１株当たり80円（普通配当１株70円、上場記念配当１株10円）とさせてい

ただく予定であります。なお、次期の配当につきましては、１株当たり80円を予定しております。
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（４）事業等のリスク 

 事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、本書発表日現在において当社グループが判断

したものであり、将来において発生する可能性のあるすべてのリスクを網羅するものではありません。

 

① 事業環境について

イ）経済・市場環境による顧客の投資意欲等の影響について

 当社グループの事業は、その業容上、国内企業によるＩＴ投資動向に一定の影響を受けます。当社グル

ープは、市場の動向を先んじて的確に把握し、その対応策を常に講じておりますが、経済情勢の変化及び

国内の景気低迷等により、市場におけるＩＴ投資意欲が減少した場合は、新規顧客開拓の低迷や既存顧客

からの受注減少、保守・運用契約の解約等により、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

ロ）技術革新による影響について

 当社グループが属する情報サービス業界は、技術革新の速度及びその変化が著しい業界であり、新技

術、新サービスが次々と生み出されております。当社グループにおいては、当該技術革新への対応を常に

講じておりますが、万が一、当社グループが新しい技術に対応できなかった場合、あるいは当社グループ

が想定していない新技術、新サービスが普及した場合、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

ハ）競合他社による影響について

 当社グループは、市場動向を先んじて捉え、最先端の技術・サービスの開拓等に努めておりますが、当

社グループが属する情報サービス業界では、大規模事業者から小規模事業者まで多数の事業者が存在して

おり、市場において当該事業者との競合が生じております。国内企業のＩＴ化推進等に伴い、業界全体に

おける開発需要は堅調であるものの、一部で価格競争等による競合激化が生じているため、開発需要の減

少や新規参入増加等により更に競争が激化した場合、あるいは競合他社の技術力やサービス力の向上によ

り当社のサービス力が相対的に低下した場合には、受注減少、保守・運用契約の解約等により、当社グル

ープの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 事業内容について

イ）ソフトウェア開発等における見積違い及び納期遅延等の発生可能性について

 当社グループにおけるソフトウェア開発業務等については、作業工程等に基づき発生コストを予測し見

積りを行っておりますが、すべてのコストを正確に見積もることは困難であり、実績額が見積額を超えた

場合には、低採算又は採算割れとなる可能性があります。また、当社が顧客との間であらかじめ定めた期

日までに作業を完了・納品できなかった場合には遅延損害金、最終的に作業完了・納品できなかった場合

には損害賠償責任が発生し、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ロ）納品後の不具合について

 当社グループにおけるソフトウェア開発業務等については、顧客への納品時に様々なテストを行います

が、システムの運用段階に至ってから不具合等が発見される場合があります。当社グループはサービスの

品質・信頼性に係るリスク管理とその対応を行うための体制を構築・運用し、顧客に提供するサービスの

品質向上に取組んでおります。本書発表日現在において、システムの不具合に関して顧客から訴訟等の損

害賠償を請求された事実はありません。しかしながら、当社の過失によるシステムの不具合が顧客に損害

を与えた場合には、損害賠償負担及び当社グループの社会的信用の失墜により、当社グループの財政状態

及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③ 事業体制について

イ）人材の確保と育成について

 当社グループの中核事業であるソフトウェア開発は知識集約型の業務であり、一定水準以上の専門技

術、知識を有する技術者要員を確保する必要があります。当社グループは、計画的な採用活動を通じて新

卒採用及び中途採用を実施し、人材の確保を図ると同時に、人材育成面においても教育研修を計画的に実

施し、専門性の高い技術を有する人材の育成に注力しております。しかしながら、計画通りの人材を確保

できない場合や中核となる優秀な人材の流出等があった場合、あるいは想定通りの人材育成ができなかっ

た場合には、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。
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ロ）協力会社の確保及び連携体制について

 当社グループにおけるソフトウェア開発業務等については、開発業務の効率化、受託開発業務における受

注量拡大及びコスト低減等を目的として、また多種多様な顧客ニーズに対応するため、開発業務等の一部に

ついて当社社員の管理統括のもと、パートナーと位置づける協力会社への外部委託を活用しております。当

社グループが事業拡大を図る上で、協力会社活用の重要性は一層高まるものと認識しており、協力会社の確

保及びその連携体制の強化を積極的に推進していく方針であります。しかしながら、協力会社から十分な開

発人員を確保できない場合、あるいは協力会社における問題等に起因してのプロジェクトの品質低下、開発

遅延又は不具合等が発生した場合には、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

ハ）従業員の安全衛生について

 当社グループが展開するソフトウェア開発プロジェクトにおいては、当初計画にない想定外の事象が発

生すること等が原因で、品質や納期を厳守するために法定内での時間外労働や休日労働が連続することが

あります。当社グループでは、労働時間管理の徹底、労働安全衛生法その他法令や通達の遵守等の安全衛

生管理に努めておりますが、やむを得ない事情によりこのような事象が発生した場合には、それらを起因

とする健康問題の発生や生産性の低下等により、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

④ 法的規制等について

イ）労働者派遣における法的規制等について

 当社グループが展開する事業の一部において「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律」に基づく特定労働者派遣事業の届出を行い、同届出に基づく労働者派遣形態によるサ

ービス提供を行っております。また、一般労働者派遣事業許可及び「職業安定法」に基づく有料職業紹介

事業許可を取得して事業を運営しております。当社グループは法令遵守を徹底し、当該法的規制等に抵触

する事実はないものと認識しておりますが、今後何らかの理由により派遣元事業主としての欠格事由及び

当該許可の取消事由に該当し、業務の全部もしくは一部の停止処分を受けた場合、又は法的な規制が変更

になった場合等には、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ロ）知的財産権の対応について

 当社グループは、第三者の知的財産権を侵害することがないよう、第三者の知的財産権との抵触の有無

について可能な限り確認し、その権利を侵害しないよう留意しております。本書発表日現在において、過

去に第三者から知的財産権の侵害訴訟を提起された事実はありません。しかしながら、当社グループの認

識していない知的財産権が既に成立している可能性や、当社グループの事業分野で第三者による知的財産

権が成立する可能性があること等から、当社グループによる第三者の知的財産権の侵害が生じる可能性は

否定できず、過失により当社グループの役員あるいは従業員が第三者の知的財産権を侵害する事態が発生

した場合には、当社グループが損害賠償を含む法的責任を負う可能性がある他、当社グループの社会的信

用の失墜により、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ハ）情報管理について

 当社グループは業務に関連して顧客の機密情報や個人情報を保有しているため、当該情報について社内

規程に基づく厳格な管理を行っております。また、当社グループにおける全ての事業会社にて「プライバ

シーマーク」使用の認証を取得しております。本書発表日現在において、過去に当社グループより個人情

報あるいは機密情報の重大な漏洩が起きた事実はありません。また、これらに起因する損害賠償請求を受

けた事実もありません。しかしながら、不正アクセスその他により、万が一情報漏洩が発生した場合に

は、当社グループの社会的信用の失墜により、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

⑤ 業績の推移等について

 当社は、平成17年４月にＩＴシステム開発、運用及びそれらに附帯する情報サービス事業会社として設立さ

れました。その後、平成18年11月に純粋持株会社へ移行し、株式交換による事業会社の子会社化、グループ内

事業会社の統合、子会社の新設・売却等のグループ再編を進めてまいりました。 

 平成19年４月以降、当社は完全子会社３社を有する純粋持株会社となり、金融ソリューション事業、ＳＥサ

ービス事業（現在の名称は、「テクニカルソリューション事業」）、業務ソリューション事業（現在の名称

は、「ビジネスソリューション事業」）の３事業区分にて事業を展開し、シナジーを発揮することを企図して

グループ経営を行ってまいりました。 
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 当社グループは、平成24年９月期第４四半期から平成25年９月期第１四半期にかけて、経営者のコンプライ

アンス上の問題に起因し、業績が悪化したシステム開発事業会社を退職し、当社グループへ入社を希望する者

を計703名中途採用し、これに伴い、当社グループと当該社員の技術力を評価する顧客とのＳＥサービス事業

に係る取引が開始されるに至りました。このような状況において、当社は、平成24年９月にＳＥサービス事業

を主要事業とする子会社を設立いたしました。なお、当該中途採用に関しては、短期間かつ同一事業会社から

の多人数の中途採用となることから、他者の権利を侵害することが無いよう十分留意の上、当該採用を行って

おります。また、弁護士とも相談の上、法的な問題は無いものと認識しておりますが、自己の権利を侵害され

たとして、訴訟が提起される可能性があります。 

 平成25年９月期より３事業区分の中でもＳＥサービス事業を当社グループの事業の柱と位置付け、業容の拡

大を図ってまいりました。平成25年５月には金融ソリューション事業を担っていた子会社の株式全部を譲渡

し、当社グループは、主力事業であるＳＥサービス事業と業務ソリューション事業の２事業区分にて事業を展

開することとなりました。この結果、平成25年９月期の売上高は、前期比159.3％増と大幅な増収となりまし

た。 

 上記の経緯を踏まえますと、過年度の財務経営指標だけでは、当社グループの期間業績比較及び今後の業績

を予測するには不十分な面があります。なお、当社グループの最近５年間の業績の推移、事業区分別の業績の

推移及び主な業績の変動要因は以下のとおりであります。 

 

［当社グループの最近５年間の業績及び従業員数の推移］ 

（単位：千円） 

回次 
第７期

(連結)

第８期

(連結)

第９期

(連結)

第10期

（連結）

第11期

（連結） 

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月 

売上高 2,183,044 2,616,227 6,782,806 6,906,589 7,853,043 

営業利益又は営業

損失（△） 
△468,706 11,860 22,630 178,116 547,005 

経常利益又は経常

損失（△） 
△477,555 28,980 36,256 436,249 544,854 

当期純利益又は当

期純損失（△） 
△634,842 7,594 383,199 449,419 330,865 

純資産額 353,351 359,929 794,495 1,242,978 2,114,001 

総資産額 1,539,486 1,722,863 1,732,437 2,793,951 3,285,487 

従業員数（人） 194 353 829 842 856 

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は含んでおりません。 
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［当社グループの最近５年間の事業区分別の業績の推移及び主な業績の変動要因］ 

第７期 

（平成23年９月期） 

金融ソリューション事業は、主力顧客の多い東北地方を中心に営業活動を行ってまいりました

が、東日本大震災により被災地域への営業活動を自粛したこと及び震災の影響による顧客予算

の引き締めの強まり、また、ＩＦＲＳ強制適用の延期による影響もあり受注計画は大幅未達と

なり、売上高は993百万円（前期比36.5％減）となりました。売上総利益は前連結会計年度に開

発が完了したソフトウェアの減価償却費負担等により84百万円（前期比87.5％減）となりまし

た。ＳＥサービス事業につきましても、東日本大震災の影響によりマーケット自体が縮小傾向

になったことから売上高は694百万円（前期比5.8％減）となり、売上総利益は116百万円（前期

比11.7％減）となりました。業務ソリューション事業は、ＰＯＳ関連事業を譲り受けたことが

奏功し、売上高は495百万円（前期比14.6％増）となり、売上総利益は105百万円（前期比

40.4％増）となりました。 

営業損失は、販管費の圧縮を図ったものの468百万円となり、経常損失は477百万円となりまし

た。当期純損失は、特別損失としてソフトウェア償却費及び投資有価証券評価損等を計上した

ことにより634百万円となりました。 

第８期 

（平成24年９月期） 

金融ソリューション事業は、前連結会計年度の震災の影響からは一部回復し、受注状況は改善

されたものの売上高は948百万円（前期比4.5％減）となりました。売上総利益は、業務の合理

化の推進等により346百万円（前期比312.6％増）となりました。ＳＥサービス事業は、受注状

況が比較的堅調に推移したこと、期中の中途採用により提案件数及び取引先が増大したことか

ら、売上高は981百万円（前期比41.4％増）となり、売上総利益は222百万円（前期比91.2％

増）となりました。業務ソリューション事業は、ＰＯＳ関連事業において１億円を超える大型

受注があった他、中小規模システム開発案件が堅調となり売上高は685百万円（前期比38.5％

増）となり、売上総利益は148百万円（前期比40.6％増）となりました。 

営業利益は、中途採用者への入社支度金を販管費へ計上したこと等により11百万円となり、経

常利益は、保険解約差益等により28百万円となり、当期純利益は７百万円となりました。 

第９期 

（平成25年９月期） 

金融ソリューション事業は、当該事業を担う子会社の株式全部を譲渡したことにより、８ヶ月

間の集計値となったため、売上高は431百万円（前期比54.5％減）となり、売上総利益は88百万

円（前期比74.4％減）となりました。ＳＥサービス事業は、多数の中途採用に伴う取引の増加

に加え、スポット的に研修講師派遣業務を受注したこと等から、売上高は5,816百万円（前期比

492.3％増）となり、売上総利益は1,161百万円（前期比422.0％増）となりました。業務ソリュ

ーション事業は、前連結会計年度のＰＯＳ関連事業における大型受注の影響により売上高は534

百万円（前期比22.0％減）となりましたが、既存顧客を中心に中小規模システム開発案件の着

実な積上げにより収益面の改善がなされ、売上総利益は150百万円（前期比1.1％増）となりま

した。 

営業利益は、中途採用者への入社支度金を販管費へ計上したこと等により22百万円となり、経

常利益は36百万円となりました。当期純利益は、関係会社株式売却益等を計上したことにより

383百万円となりました。 

なお、当連結会計年度において厚生労働省の「成長分野等人材育成支援事業奨励金」を利用し

た従業員研修を行っており、研修費用として総額254百万円が売上原価あるいは販売費及び一般

管理費に計上されております。当該研修に係る奨励金の入金は翌連結会計年度（第10期）とな

ったため、当連結会計年度においては研修費のみが計上され、対応する奨励金254百万円は、第

10期の営業外収益に計上されております。 

第10期 

（平成26年９月期） 

当事業年度においてグループ再編を実施し、事業区分を下記のとおり変更いたしました。 

テクニカルソリューション事業は、当社グループが得意とする組込み系ソフトウェア開発案件

が堅調に推移した他、ビジネスパートナー企業とのリレーション強化を図り、売上高は6,214百

万円となり、売上総利益は1,167百万円となりました。ビジネスソリューション事業は、ＩＴシ

ステム構築サービス及びシステム運用・保守サービスにおいて安定的な受注に加え大型追加案

件が寄与し、売上高は533百万円となり消費増税に係るシステム対応等の保守コストが増加し、

売上総利益は150万円となりました。ＩｏＴ/ＩｏＥソリューション事業は、自動車業界向け分

野及びエネルギー業界向けソリューションに注力した他、７月より自動車販売店向けソリュー

ションに強みを持つＩｎｓｐｉｒａｔｉｏｎ株式会社をグループ傘下に加えたこと等から、売

上高は158百万円となり、売上総利益は22百万円となりました。 

営業利益は、178万円（前期比687.1％増）となり、経常利益は、成長分野等人材育成奨励金を

営業外収益として254百万円計上し、436百万円（前期比1,103.2％増）となり、当期純利益は、

繰延税金資産として法人税等調整額に△105百万円計上したこと等により、449百万円（前期比

17.3％増）となりました。 
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第11期 

（平成27年９月期） 

「１．経営成績・財政状態に関する分析 （１）経営成績に関する分析 ① 当期の経営成績」

に記載のとおりであります。

 

⑥ その他 

イ）企業買収、戦略的提携について

 当社グループは、企業価値向上に向けた既存事業の拡大や有望市場への進出のため、事業戦略の一環と

して企業買収や戦略的提携を推進していく方針であります。企業買収や戦略的提携の実施に際しては、対

象企業の事業内容や契約関係、財務内容等について、詳細なデューデリジェンスを行ってリスクを回避す

るよう十分検討を行いますが、企業買収や戦略的提携後に未認識債務等が存在した場合や、施策が当初期

待した成果をあげられない場合には、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

ロ）保有投資有価証券について

 当社グループでは、事業上の関係構築等を目的とした出資あるいは社債の引受による投資有価証券を保

有しており、このような出資等は今後も行う可能性があります。投資有価証券の評価は発行会社の財政状

態や経営成績等の個別の事情又は株式市場等の動向に依存いたします。当社グループが保有する投資有価

証券について、発行体の信用力が悪化し実質的価値が低下あるいは時価が低下した場合、投資有価証券評

価損あるいは貸倒引当金繰入の計上により、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

ハ）訴訟等について

 本書発表日現在、当社グループにおいて継続中の訴訟はありません。しかしながら、当社グループの事

業活動に関連して、前述の「②－イ）ソフトウェア開発等における見積違い及び納期遅延等の発生可能性

について」、「②－ロ）納品後の不具合について」、「④－イ）労働者派遣における法的規制等につい

て」、「④－ロ）知的財産権の対応について」、「④－ハ）情報管理について」、「⑤ 業績の推移等に

ついて」において説明したリスク等により、当該第三者が当社グループに対して訴訟その他の請求を提起

される可能性があります。これらの結果、訴訟等の内容及び結果によっては、当社グループの財政状態及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。また、新たに発生したリスクあるいは今まで顕在していなかっ

たビジネスリスクによって、現時点で想定されない訴訟等が提起される可能性があります。一方、当社グ

ループが第三者に何らかの権利を侵害され、又は損害を被った場合に、訴訟等による当社グループの権利

保護のために多大な費用を要し、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ニ）自然災害等について

 地震、火災等の自然災害や、戦争、テロ、新型インフルエンザの流行等により、当社グループにおいて

人的被害又は物的被害が生じた場合、又は、外部通信インフラ、コンピュータネットワークに障害が生じ

た場合等の事由によって当社グループの事業の継続に支障が生じた場合、当社グループの財政状態及び業

績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、純粋持株会社である当社（ＰＣＩホールディングス株式会社）並びに完全子会社３社により構成さ

れており、ソフトウェア開発、自社ソリューションの開発・保守、ＩＴ技術者の派遣等を主たる業務としております。

 純粋持株会社である当社は、グループ経営戦略の策定、コーポレート・ガバナンスの構築、経営資源のグループ内最

適配分及びグループ各社に対する経営全般における指導・管理等を行っております。

 当社グループの事業内容及び当社とグループ各社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 

(1) テクニカルソリューション 

 自動車、重機、建機等に必要不可欠な制御ソフトウェアの開発、移動等の通信インフラとなる電気通信分野向け

装置の開発及びその他情報家電機器、各種産業機器や半導体製造装置等の制御ソフトウェアの開発並びに金融・製

造・流通・その他一般情報系ソフトウェア開発及び交通等の社会インフラ系ソフトウェア開発を行っております。

 

(2) ビジネスソリューション

 オープンソースソフトウェアをコアとした顧客の要求に基づくＩＴシステムの構築、当社グループにて独自に企

画・開発したパッケージソフトウェア製品を活用したソリューションの提供、システム運用・保守、その他ハード

ウェアの仕入販売を行っております。

 

(3) ＩｏＴ/ＩｏＥソリューション

 当社グループ各事業における数多くの開発実績を背景に、ＩｏＴ/ＩｏＥ技術のベースとなる通信技術・組込制

御技術・アプリケーション技術等の当社グループの強みを活かし、ソリューションの提案あるいは顧客企業との共

同開発を行っております。

 

[事業系統図]

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社グループは「我々は、お客様の満足を通じて全社員の幸せを追求し、そして社会の発展に貢献します」を

グループ経営理念として掲げております。お客様がＩＴサービスに対して求める価値は、激変する事業環境とと

もに日々刻々と変化しております。加えて、ＩＴサービス業界における技術革新のスピードは増々早くなってき

ております。そのような状況の中で、当社グループはお客様にとって今、何が真に有益なのかを常に考え、お客

様の期待値を上回るようなＩＴサービスを追求し続け、提供していくことがお客様の満足となり、ひいては全社

員の幸せ、社会発展につながるものであると認識し、これこそが当社グループの存在意義であると考えておりま

す。

 当社グループは、社名の語源である「積極的(Ｐositively)に、変化(Ｃhange)と革新(Ｉnnovate)をし続け

る」を行動指針として定めております。これは、潮流の大きな変化を見逃すことなく、変化を常にビジネスチャ

ンスとして捉え、更には自らが変化し、企業価値の向上を追求していくことに主眼を置いたものであります。加

えて、以下の５つを行動方針として掲げ、これらを確実に実践することで経営理念の実現を図ってまいります。

 

・安定した事業成長を実現します

・ユーザに適したソリューションを提供します

・応援して頂ける企業を目指します

・積極的に変化を求め、革新します

・全てのステークホルダーに満足して頂ける企業を目指します

 

（２）目標とする経営指標

 当社グループは、安定的な事業成長による企業価値の継続的向上を志向し、成長性と効率性のバランスを重視

した経営を目指しております。よって、売上高成長率及び営業利益率を重要な経営指標としております。営業利

益率につきましては、７％前後の維持を当面の目標としております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、純粋持株会社としてグループ全体の事業領域における今後の成長に向けた戦略の立案・推進、グルー

プ内企業では補完することのできない分野あるいは強化すべき分野のＭ＆Ａを推進し、グループ総合力の向上を

図ってまいります。

 当社グループが展開するソフトウェア開発業務につきましては、ビジネスパートナー企業との深いリレーショ

ンによる開発体制強化を図り、安定かつ継続的な拡大を目指してまいります。また、自社開発パッケージソフト

ウェアに関しては、対象業務範囲を拡大するための機能拡充を図り、更なる顧客満足度の向上に努めてまいりま

す。

 当社グループが取組む新規事業につきましては、既存事業から派生する領域に積極的にチャレンジしてまいり

ます。エンベデッドシステム（組込み系システム）開発の豊富な実績により培った技術を応用し、主に自動車業

界、エネルギー業界に向けたＩｏＴ関連分野に注力してまいります。自動車業界向けソリューションとして、車

車（しゃしゃ）間通信プラットフォームをベースに自動車と歩行者、自転車、オートバイ、道路等のインフラと

の通信機能の開発及び機能改善を行ってまいります。また、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送と通信との融合に係

る事業に参画し、快適かつ安全・安心なカーライフの提供を可能とするための車載端末による共通ソフトウェア

モジュールの開発及び機能強化を行ってまいります。エネルギー業界向けソリューションとしては、太陽光等の

再生可能エネルギー発電設備における発電状況に関し、遠隔操作モニタリングシステム等のソリューションの販

売に注力するとともに、ＩｏＴ技術を活用した独自の魅力あるＯ＆Ｍメニューの開発を行ってまいります。これ

らの事業展開においては、他業種企業との協業が不可欠であり、幅広い分野での協業に積極的に取り組んでまい

ります。その他、大型システムのディペンダビリティ（信頼性、保全性、可用性などを統合した広義の信頼性）

向上を目的とした研究及び実用化に向けた開発を行ってまいります。

 当社グループは、上記に取組むことにより企業価値の持続的な向上に努めてまいります。 
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（４）会社の対処すべき課題

 当社グループでは、多様化する社会ニーズに機動的に対応し、持続的な成長力と強固な経営基盤を確立するた

めに、対処すべき課題を以下のように定め、更なる企業価値の向上に努めてまいります。 

 

① 優秀な人材の育成と確保 

 当社グループは、継続的に付加価値の高いサービスを提供するために、高いＩＴスキルを備え、当社グルー

プの企業理念を理解し、主体的に課題解決を行うことのできる優秀な人材の育成及び確保が不可欠であると認

識しております。ＯＪＴや体系的な育成プログラムによる研修を実施し、社員のスキル向上を図るとともに、

積極的な採用活動に取り組み、優秀な人材の確保に努めてまいります。 

 

② ビジネスパートナー企業との協業強化 

 当社グループは、拡大するＩＴ需要に機動的に対応するため、ビジネスパートナーとの協業強化が不可欠で

あると認識しております。技術者不足が常態化している当業界において、当社グループとビジネスパートナー

とが共存し開発体制を強化するため、ビジネスパートナー企業への教育サービスの提供及び資本提携の具体化

を推進し、今後一層のリレーション強化を図ってまいります。 

 

③ 自社ブランドサービスの創出 

 当社グループの事業は、現状、顧客先常駐によるソフトウェア開発及び当社グループ内で行う受託型ソフト

ウェア開発が主流となっておりますが、顧客との共同開発等による「提案型」サービスへの取り組みも引き続

き積極的に行い、自社ブランドサービスとなり得る新規ソリューションの創出を目指してまいります。 

 

④ 研究開発の推進 

 当社グループは、新たな収益源となる事業を創出するため、あるいは、将来的に発展する様々な技術に対応

するために複数の研究・開発テーマを設定し、推進してまいります。研究開発テーマに関連した他社とのアラ

イアンスの推進にも、より積極的に取り組んでまいります。 

 

⑤ Ｍ＆Ａの推進 

 当社グループは、既存事業の更なる拡充及び既存事業を基軸とした新規サービスの展開を図るうえで、当社

グループの事業を補完し得る事業会社との事業提携を推進するとともに、シナジー効果が見込まれる場合はＭ

＆Ａについても積極的に検討を進めてまいります。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき連結財務諸表を作成して

おります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,006,724 1,489,593 

受取手形及び売掛金 960,172 1,008,635 

電子記録債権 241,563 261,499 

有価証券 － 100,000 

たな卸資産 84,559 85,857 

繰延税金資産 83,468 36,281 

その他 92,617 105,258 

流動資産合計 2,469,106 3,087,126 

固定資産    

有形固定資産    

建物附属設備（純額） 32,563 32,679 

その他（純額） 31,167 22,772 

有形固定資産合計 63,730 55,452 

無形固定資産    

のれん 25,144 10,644 

その他 40,870 54,338 

無形固定資産合計 66,014 64,983 

投資その他の資産    

投資有価証券 134,451 10,337 

繰延税金資産 22,340 19,637 

退職給付に係る資産 1,592 3,126 

その他 36,715 45,229 

貸倒引当金 － △405 

投資その他の資産合計 195,099 77,925 

固定資産合計 324,844 198,361 

資産合計 2,793,951 3,285,487 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 165,559 230,194 

短期借入金 250,000 － 

未払金 581,744 439,857 

未払法人税等 65,059 72,948 

未払消費税等 249,145 180,816 

賞与引当金 11,136 14,280 

その他 174,617 158,401 

流動負債合計 1,497,262 1,096,498 

固定負債    

役員退職慰労引当金 34,824 53,266 

退職給付に係る負債 2,444 2,444 

資産除去債務 15,330 15,566 

その他 1,110 3,709 

固定負債合計 53,710 74,987 

負債合計 1,550,972 1,171,486 

純資産の部    

株主資本    

資本金 332,700 650,725 

資本剰余金 471,040 789,065 

利益剰余金 439,296 674,591 

自己株式 △380 △380 

株主資本合計 1,242,656 2,114,001 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 322 － 

その他の包括利益累計額合計 322 － 

純資産合計 1,242,978 2,114,001 

負債純資産合計 2,793,951 3,285,487 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 6,906,589 7,853,043 

売上原価 5,565,690 6,090,961 

売上総利益 1,340,898 1,762,081 

販売費及び一般管理費 1,162,781 1,215,076 

営業利益 178,116 547,005 

営業外収益    

受取利息及び配当金 3,968 3,203 

受取家賃 1,453 1,585 

助成金収入 254,994 4,423 

その他 2,337 1,894 

営業外収益合計 262,754 11,106 

営業外費用    

支払利息 4,404 2,431 

支払手数料 － 4,512 

株式交付費 － 5,341 

その他 216 971 

営業外費用合計 4,621 13,257 

経常利益 436,249 544,854 

特別利益    

投資有価証券売却益 49 － 

特別利益合計 49 － 

特別損失    

投資有価証券評価損 － 18,613 

減損損失 － 9,000 

その他 － 4,450 

特別損失合計 － 32,064 

税金等調整前当期純利益 436,299 512,790 

法人税、住民税及び事業税 92,669 131,257 

法人税等調整額 △105,789 50,667 

法人税等合計 △13,120 181,925 

少数株主損益調整前当期純利益 449,419 330,865 

当期純利益 449,419 330,865 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 449,419 330,865 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 322 △322 

その他の包括利益合計 322 △322 

包括利益 449,742 330,543 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 449,742 330,543 

少数株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日） 

          （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 289,700 829,791 △323,097 △1,899 794,495 

当期変動額           

株式交換による変動額 43,000 34,491   1,899 79,390 

新株の発行           

剰余金の配当   △80,268     △80,268 

欠損填補   △312,974 312,974   － 

当期純利益     449,419   449,419 

自己株式の取得       △380 △380 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 43,000 △358,751 762,393 1,518 448,161 

当期末残高 332,700 471,040 439,296 △380 1,242,656 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 － － 794,495 

当期変動額       

株式交換による変動額     79,390 

新株の発行       

剰余金の配当     △80,268 

欠損填補     － 

当期純利益     449,419 

自己株式の取得     △380 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

322 322 322 

当期変動額合計 322 322 448,483 

当期末残高 322 322 1,242,978 
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当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

          （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 332,700 471,040 439,296 △380 1,242,656 

当期変動額           

株式交換による変動額           

新株の発行 318,025 318,025     636,050 

剰余金の配当     △95,571   △95,571 

欠損填補           

当期純利益     330,865   330,865 

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 318,025 318,025 235,294 － 871,344 

当期末残高 650,725 789,065 674,591 △380 2,114,001 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 322 322 1,242,978 

当期変動額       

株式交換による変動額       

新株の発行     636,050 

剰余金の配当     △95,571 

欠損填補       

当期純利益     330,865 

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △322 △322 △322 

当期変動額合計 △322 △322 871,022 

当期末残高 － － 2,114,001 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

 当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 436,299 512,790 

減価償却費 31,026 32,827 

のれん償却額 2,355 5,500 

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 405 

賞与引当金の増減額（△は減少） △23,120 3,144 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,399 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,999 18,441 

投資有価証券売却損益（△は益） △49 － 

投資有価証券評価損益（△は益） － 18,613 

減損損失 － 9,000 

受取利息及び受取配当金 △3,968 △3,203 

助成金収入 △254,994 △4,423 

支払利息 4,404 2,431 

支払手数料 － 4,512 

株式交付費 － 5,341 

売上債権の増減額（△は増加） △408,661 △68,399 

たな卸資産の増減額（△は増加） △35,594 △1,297 

仕入債務の増減額（△は減少） 120,168 64,635 

未払金の増減額（△は減少） 358,847 △141,366 

前受金の増減額（△は減少） △700 2,508 

その他 156,785 △101,327 

小計 393,399 360,135 

利息及び配当金の受取額 3,091 3,115 

利息の支払額 △3,792 △1,506 

助成金の受取額 254,994 4,423 

法人税等の支払額 △70,242 △127,329 

法人税等の還付額 4,911 11,570 

営業活動によるキャッシュ・フロー 582,361 250,409 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） △2 99,997 

有形固定資産の取得による支出 △22,200 △12,253 

無形固定資産の取得による支出 △22,000 △24,744 

投資有価証券の取得による支出 △18,613 △10,000 

投資有価証券の売却による収入 50 15,000 

事業譲受による支出 △27,500 － 

その他 △5,802 △11,032 

投資活動によるキャッシュ・フロー △96,068 56,967 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △15,000 △250,000 

長期借入金の返済による支出 △44,036 － 

株式の発行による収入 － 636,050 

自己株式の取得による支出 △380 － 

株式の発行による支出 － △5,341 

配当金の支払額 △80,223 △95,562 

その他 △698 △9,656 

財務活動によるキャッシュ・フロー △140,337 275,489 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 345,954 582,866 

現金及び現金同等物の期首残高 476,890 894,692 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 71,847 － 

現金及び現金同等物の期末残高 894,692 1,477,559 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

当社グループは、情報サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年10月１日

  至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日

  至 平成27年９月30日）

１株当たり純資産額 910円41銭 1,260円36銭

１株当たり当期純利益金額 354円50銭 235円11銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 224円98銭

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんでしたので記載しておりません。

   ２．当社は平成27年８月４日に東京証券取引所マザーズに上場したため、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額は、新規上場日から当連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定して

おります。

   ３．当社は、平成27年２月13日開催の当社取締役会決議に基づき、平成27年３月23日付で普通株式１株につき100

株の株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

４．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

  項目
前連結会計年度

（自 平成25年10月１日
  至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日

  至 平成27年９月30日）

  １株当たり当期純利益金額    

  当期純利益金額（千円） 449,419 330,865

  普通株主に帰属しない金額（千円） － －

  普通株式に係る当期純利益（千円） 449,419 330,865

  普通株式の期中平均株式数（千株） 1,267 1,407

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

  当期純利益調整額（千円） － －

  普通株式増加数（千株） － 63

   （うち新株予約権（千株）） （－） （63）

  希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権２種類（新株予

約権の数1,065個（106,500

株））。

－ 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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